○嘉麻市自然環境保全条例

平成19年12月26日条例第32号

嘉麻市自然環境保全条例

（目的）

第１条　この条例は、嘉麻市環境基本条例（平成19年嘉麻市条例第21号。以下「環境基本条例」という。）の理念にのっとり、自然環境に重大な影響を及ぼす事業活動を未然に防止することにより、自然環境を保全し、もって市民の安全な生活環境を守ることを目的とする。

（定義）

第２条　この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(１)　自然環境　環境基本条例第２条第１号に規定する自然環境をいう。

(２)　生活環境　環境基本条例第２条第２号に規定する生活環境をいう。

(３)　周辺住民　事業計画地が所在する行政区（これに隣接する行政区を含む。）の区域に居住する者をいう。

(４)　不適正な事業活動　第６条第１項の規定による届出が必要であるにもかかわらず届け出ていない事業活動（届出に明示されていない事業活動を含む。）をいう。

（市の責務）

第３条　市は、自然環境の保全及び安全な生活環境を守るために必要な施策を総合的に実施しなければならない。

（市民の責務）

第４条　市民は、自らが自然環境の保全に支障を与える行動を慎み、市の自然環境保全の施策に積極的に協力しなければならない。

（事業者の責務）

第５条　事業者は、周辺住民に対して自らの事業活動に関する説明を十分に行うよう努めるとともに、市の自然環境保全の施策に積極的に協力しなければならない。

２　事業者は、自らの事業活動を行うに当たり、常に市民の生活環境の安全に影響が生じないよう十分な注意を払うとともに、その影響が生じ、又は生じるおそれのあるときは、直ちにその防止措置を講じなければならない。

（事業計画の届出）

第６条　市内において、次に掲げる事業であって規則で定める規模以上のものをしようとする事業者は、事業を開始する前に当該事業に係る事業計画（以下「事業計画」という。）を市長に届け出なければならない。

(１)　宅地の造成、土地の開墾その他土地の形質の変更を行う事業

(２)　木竹を伐採する事業

(３)　土石類を採取する事業

(４)　廃棄物の埋立て、盛土その他の土地へのたい積を行う事業

(５)　資材、廃材等を集積する事業

(６)　前各号に掲げるもののほか、規則で定める事業

２　前項の規定は、次に掲げる事業については、適用しない。

(１)　農地法（昭和27年法律第229号）に基づく申請が必要な事業

(２)　都市計画法（昭和43年法律第100号）に基づく申請が必要な事業

(３)　前２号に掲げるもののほか、規則で定める事業

３　第１項各号に掲げる事業であって規則で定める規模に満たないものを行おうとする事業者は、同項の規定による届出を行なうよう努めなければならない。

４　第１項又は前項の規定により届出を行った事業者（以下「届出事業者」という。）は、届出後に事業計画を変更又は中止したときは、速やかにその旨を市長に届け出なければならない。

（公告及び閲覧）

第７条　市長は、前条第１項又は第３項の規定による届出があったときは、その旨を公告その他の方法により周知し、公告の日から30日間、当該届出に係る事業計画を市民の閲覧に供しなければならない。

（説明会）

第８条　届出事業者は、前条の閲覧期間内に周辺住民に対して当該届出に係る事業計画の説明会（以下「説明会」という。）を開催しなければならない。ただし、事業計画を中止した場合その他規則で定める場合は、この限りでない。

２　届出事業者は、前項の説明会を開催するときは、市長にその旨を通知するとともに、当該説明会の開催を予定する日時、場所等を説明会開催日の10日前までに周辺住民に周知しなければならない。

３　届出事業者は、前条の閲覧期間内に説明会を開催できないときは、その理由を市長に届け出なければならない。

４　市長は、前項の場合において、相当の理由があると認めるときは、第１項の規定にかかわらず、期限を付して、当該届出事業者に対し、説明会を開催するよう求めることができる。

５　届出事業者は、説明会終了後、速やかにその内容を記録した報告書を市長に提出しなければならない。

（意見書及び見解書）

第９条　届出事業者の事業計画に関し、生活環境に与える影響について意見を有する市民は、第７条に規定する公告の日から起算して45日を経過する日（同条の閲覧期間満了の日までに説明会が終了しない場合にあっては、当該説明会が終了した日から起算して15日を経過する日）までに、市長に対して意見書を提出することができる。

２　市長は、前項の意見書の提出があったときは、その要旨を記載した書面（以下「要旨」という。）を届出事業者に送付するものとする。

３　届出事業者は、前項の要旨の送付を受けたときは、送付を受けた日から15日以内に、要旨に対する見解を記載した書面（以下「見解書」という。）を市長に提出しなければならない。

４　市長は、第１項及び前項の場合において、必要と認めるときは、関係機関の意見を求めることができる。

５　市長は、第１項の意見書、第３項の見解書又は前項の意見により、自然環境の保全のため必要と認めるときは、事業計画の変更を求めるものとする。

（不適正な事業活動の防止）

第10条　市長は、不適正な事業活動の早期発見及び防止のため、自然環境の変化に注意を払うよう努めるとともに、関係機関との連絡調整を行わなければならない。

２　市民は、不適正な事業活動の早期発見及び防止のため、できる限り周辺環境に注意を払うように努めるとともに、不適正な事業活動を発見したときは、直ちにその旨を市又は関係機関に通報するよう努めなければならない。

３　市長は、不適正な事業活動が行われ、又はそのおそれがあるときは、直ちに現状の調査を行わなければならない。

４　市長は、不適正な事業活動を確認したときは、その事業者に対して、適切な措置を講ずるよう求めなければならない。

（自然環境保全協定）

第11条　市長は、自然環境保全のために必要があると認めるときは、事業者との間に自然環境保全協定を締結することができる。この場合において、市長は、あらかじめ、環境基本条例第16条に規定する嘉麻市環境審議会の意見を求めなければならない。

（報告及び立入調査）

第12条　市長は、不適正な事業活動の早期発見及び防止のために必要な限度において、事業者に報告を求め、又は関係職員に当該事業に係る土地への立入調査を行わせることができる。

２　前項の立入調査を行う者は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人の請求があったときは、これを提示しなければならない。

３　第１項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。

（指導及び勧告）

第13条　市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、その事業者に対し、必要な指導又は勧告をすることができる。

(１)　第６条第１項の規定による届出を怠り、又は届出に明示されていない事業活動を行っているとき。

(２)　第８条第１項又は第４項の規定による説明会を正当な理由なく開催しないとき。

(３)　第９条第５項の規定による事業計画の変更の求めに応じないとき。

(４)　第12条第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は立入調査を正当な理由なく拒んだとき。

（中止命令等）

第14条　市長は、不適正な事業活動を行っている事業者が第10条第４項の求めに応じないときは、当該事業者に対して、相当の期間を定めて、その行為の中止を命じ、必要な措置を講ずるよう命ずることができる。

２　事業者は、前項の規定による措置を講じた場合において、市長が必要と認めるときは、当該措置に係る検査を受けなければならない。

３　事業者は、前項の規定による検査を受けた措置について有効に保持しなければならない。

４　市長は、事業者が第１項の規定による命令に従わず、かつ、市民に重大な被害をもたらした場合は、安全な生活環境を守るため、当該事業者の費用を持って必要な措置を講ずるものとする。

（自然環境保全監視員）

第15条　市長は、自然環境の保全のために必要な監視及び指導を行わせるため、自然環境保全監視員を置くことができる。

２　自然環境保全監視員に関し必要な事項は、規則で定める。

（公表）

第16条　市長は、次に掲げる場合において、特に必要と認めるときは、その内容を公表することができる。

(１)　第13条の規定による勧告に従わないとき。

(２)　第14条第１項の規定による命令に従わないとき。

（委任）

第17条　この条例の施行に関し、必要な事項は、規則で定める。

（罰則）

第18条　第14条第１項の規定による命令に従わない者は、100万円以下の罰金に処する。

２　第14条第３項の規定に違反した者は、10万円以下の罰金に処する。

附　則
（施行期日）

１　この条例は、公布の日から施行する。ただし、第18条の規定は、平成20年３月１日から施行する。

（暫定条例の廃止）

２　次に掲げる条例（以下「暫定条例」という。）は、廃止する。

(１)　碓井町自然環境保護条例（平成３年碓井町条例第13号）

(２)　山田市自然環境保全条例（平成10年山田市条例第13号）

(３)　嘉穂町自然環境保護条例（平成10年嘉穂町条例第16号）

（廃止に伴う経過措置）

３　この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までに、廃止前の暫定条例の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この条例の相当規定によりなされた処分、手続その他の行為とみなす。

４　施行日の前日までに、廃止前の暫定条例の規定により締結された自然環境保全協定等は、この条例の規定による自然環境保全協定とみなす。

５　施行日の前日までにした行為に対する附則第２項第１号及び第２号に掲げる暫定条例の罰則の適用については、なお廃止前の暫定条例の例による。

